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 2024年２月 20日 

株式会社 L is B 

代表取締役社長 CEO 横井太輔 

問合せ先： 03-5812-4735 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社は、コ－ポレ－ト・ガバナンスの基本的な考え方を企業価値の安定的な増大と株主重視の立場に立

って経営の健全性の確保と透明性を高めることであると認識しております。そのために、財務の健全性

を追求すること、迅速且つ適切な情報開示を実施すること、取締役及び監査役がそれぞれ独立性を保ち

業務執行及び監査責任を果たすことを経営の最重要方針としております。また、コ－ポレ－ト・ガバナ

ンスの効果を上げるため、内部統制システム及び管理部門の強化を推進し、徹底したコンプライアンス

重視の意識の強化とその定着を全社的に推進してまいります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各基本原則について、すべてを実施しております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

― 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

株式会社 Well Side (注)1. 1,524,000 36.68 

横井 太輔 642,000 15.45 

株式会社インターネットイニシアティブ 312,500 7.52 

株式会社チェンジホールディングス 300,000 7.22 

DCI ベンチャー成長支援投資事業有限責任組合 266,700 6.42 

アズワン株式会社 200,000 4.81 

浮川 和宣 120,000 2.89 

株式会社サンロフト 80,000 1.93 

株式会社 QTnet 80,000 1.93 
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城戸 猛 (注)2. 70,000 1.68 

加納 正喜 (注)2. 70,000 1.68 

横井 輝美 (注)3. 50,000 1.20 

武内 雅宇 (注)4. 50,000 1.20 

イノベーション・エンジン POC 第 2 号投資事業

有限責任組合 

46,600 1.12 

籔内 祥司 40,000 0.96 

三浦 源吾 40,000 0.96 

星畑 太一郎 40,000 0.96 

みずほ成長支援第 3 号投資事業有限責任組合 33,400 0.80 

小松 央 (注)4. 20,000 0.48 

松田 敏孝 20,000 0.48 

三菱 UFJ キャピタル 8 号投資事業有限責任組合 20,000 0.48 

宝崎 訓成 20,000 0.48 

阿子島 力 20,000 0.48 

國府田 大 (注)4. 10,000 0.24 

出来島 崇 (注)4. 10,000 0.24 

白鳥 昌宏 10,000 0.24 

森崎 和敏 10,000 0.24 

岡本 綾子 10,000 0.24 

松本 宏行 10,000 0.24 

遠藤 勝 8,000 0.19 

田食 雅行 6,000 0.14 

佐藤 洋之 4,000 0.10 

石澤 悟郎 4,000 0.10 

小澤 正幸 2,000 0.05 

 

支配株主（親会社を除く）名 横井 太輔 

 

親会社名 なし 

親会社の上場取引所 なし 

 

補足説明 

大株主の状況は、上場に際して行った公募・売出の状況を可能な範囲で把握し反映したものであり、当

該公募・売出によって株式を取得した株主の状況は反映しておりません。 
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３．企業属性 

上場予定市場区分 東京グロース 

決算期 12 月 

業種 情報・通信業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

― 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

― 

 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 10 名 

定款上の取締役の任期 １年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 ６名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 １名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

１名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

地福 三郎 他の会社の出身者           ✓ 

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 
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 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関

する補足説明 

選任の理由 

地福 三郎 〇 ― 取締役として経営管理業務や内部監査業務

の豊富な経験を有しており、当社の経営に対

する有益な助言・提言が期待できることか

ら、社外取締役として選任しております。 

また、独立性の基準を満たしており一般株主

と利益相反が生じる恐れもないと判断し、独

立役員に指定しております。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を「指

名報酬規程」に定めております。 

取締役の報酬額については、前年度の当社の業績や

各業務執行取締役の貢献に基づき、代表取締役社長

CEO が報酬案を作成し、社外取締役及び監査役に対

して提示します。社外取締役及び監査役は、代表取

締役社長 CEO から提示された報酬案に対し、業務

執行取締役の評価、役員体制全般に関する課題を勘

案し、独立した立場から客観的な意見を述べること

としております。代表取締役社長 CEO は、これら

の意見を踏まえたうえで、報酬案を策定します。そ

の上で、取締役の報酬額は、株主総会にて決定する

報酬総額の範囲内で、取締役会にて決定しておりま



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

5 

す。 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 5 名 

監査役の人数 3 名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

内部監査担当者と監査役、会計監査人が監査を有効かつ効率的に進めるため、適宜情報

交換を行っており、効率的な監査に努めております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 3 名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 

3 名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

榎木 千昭 他の会社の出身者             ✓ 

五艘 洋司 他の会社の出身者             ✓ 

和田 希志子 弁護士             ✓ 

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 
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会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する

補足説明 
選任の理由 

榎木 千昭 〇 ― 大手企業での実務および監査役としての

経験を有しており、当社のコーポレー

ト・ガバナンスの一層の向上に資する有

用な意見・提言をいただけると判断し、

選任しております。 

また、独立性の基準を満たしており一般

株主と利益相反が生じる恐れもないと判

断し、独立役員に指定しております。 

五艘 洋司 〇 ― 大手企業での実務および監査役としての

経験を有しており、当社のコーポレー

ト・ガバナンスの一層の向上に資する有

用な意見・提言をいただけると判断し、

選任しております。 

また、独立性の基準を満たしており一般

株主と利益相反が生じる恐れもないと判

断し、独立役員に指定しております。 

和田 希志子 〇 ― 弁護士として長年培ってこられた豊富な

法律知識を有し、優れた見識と幅広い経

験を活かし、かつ、客観的立場から監視、

提言していただけると判断し、選任して

おります。 

また、独立性の基準を満たしており一般

株主と利益相反が生じる恐れもないと判

断し、独立役員に指定しております。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 3 名 

その他独立役員に関する事項 

― 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストックオプション制度の導入 
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該当項目に関する補足説明 

当社の業績ならびに企業価値向上に対する意欲・士気向上を目的として、ストックオプション制度を導

入しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役,従業員 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績ならびに企業価値向上に対する意欲・士気向上を目的として、ストックオプション制度を導

入しております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

報酬額の総額が 1 億円以上となる者が存在しないため、報酬の個別開示はしておりません。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めており、その内容は 2022 年７月 15 日開催の取

締役会で決議しました「指名報酬規程」に定めております。 

取締役の報酬額については、前年度の当社の業績や各業務執行取締役の貢献に基づき、代表取締役

社長 CEO が報酬案を作成し、社外取締役及び監査役に対して提示します。社外取締役及び監査役は、

代表取締役社長 CEO から提示された報酬案に対し、業務執行取締役の評価、役員体制全般に関する課

題を勘案し、独立した立場から客観的な意見を述べることとしております。代表取締役社長 CEO は、

これらの意見を踏まえたうえで、報酬案を策定します。その上で、取締役の報酬額は、株主総会にて

決定する報酬総額の範囲内で、取締役会にて決定しております。なお、取締役の報酬は現金による固

定報酬として支給しております。当社は 2023 年 12 月期まで損失を計上しており、現時点では具体的

かつ定量的な基準の設定は困難と考えておりますが、役員報酬に係る客観性・透明性ある手続を実現

するべく、将来的に利益が安定的に計上可能となった際には業績連動報酬の導入も検討しております。

「指名報酬規程」においては、業績連動報酬としての役員賞与及び株式報酬を支給することができる

ものとしており、その内容、支給額及び付与数並びに支給時期及び付与時期は、株主総会決議により

承認された内容、報酬限度額及び上限付与数の範囲内で、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう、総合的に勘案して決定するものとします。非金銭報酬等の内容は、

取締役が業務執行上必要な場合に入居する社宅家賃であり、社内規程に基づき当社がその一部を負担

するものです。 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

社外取締役及び社外監査役へのサポートはコーポレート部で行っております。取締役会資料を事前に配
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布し十分な検討時間を確保するとともに、必要に応じて事前説明、質問等の回答を行っております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

a．取締役会 

取締役会は、常勤の取締役５名と非常勤の取締役（社外取締役）１名で構成されております。取締役

会は、原則として毎月１回定期的に開催し、経営の最高意思決定機関として、重要な経営事項の審議及

び意思決定を行います。また、迅速な意思決定が必要な課題が生じた場合には、適宜、臨時取締役会を

開催することになっております。取締役会には、監査役が毎回出席し取締役の業務執行の状況の監査を

行っております。なお、取締役会は、代表取締役社長 CEO 横井太輔を議長とし、取締役 COO 加納正

喜、取締役 CFO 北嶋正樹、取締役 城戸猛、取締役 渡辺龍二、社外取締役 地福三郎で構成されてお

ります。 

 

b．監査役および監査役会 

監査役会は、常勤監査役１名と非常勤監査役２名（３名とも社外監査役）で構成されております。監

査役会は、原則として毎月１回の定期開催に加え、重要な事項等が発生した場合、必要に応じて臨時監

査役会を開催しております。監査役会では、法令、定款及び当社監査役監査基準に基づき取締役会の意

思決定の適法性について意見交換されるほか、常勤監査役からの取締役等の業務執行状況の報告を行

い、監査役会としての意見を協議・決定しております。また、監査役は定時取締役会並びに臨時取締役

会に常時出席しており、取締役の業務執行について適宜意見を述べ、業務執行の全般にわたって監査を

実施しております。 

監査役監査は、常勤監査役を中心に年度監査計画に基づき実施しており、監査等を通じて発見された

事項等については、監査役会において協議されており、取締役会に対する監査指摘事項の提出がされて

おります。 

なお、監査役会は、常勤監査役 榎木千昭を議長とし、非常勤監査役 五艘洋司、非常勤監査役 和田

希志子の３名（３名とも社外監査役）で構成されております。 

 

c．経営会議 

経営会議は、当社の経営に関する重要な事項の審議及び決議、並びに報告を目的として設置しており、

代表取締役社長 CEO 横井太輔が議長を務め、取締役 COO 加納正喜、取締役 CFO 北嶋正樹、取締役 

城戸猛、取締役 渡辺龍二、社外監査役（常勤）榎木千昭で構成されております。原則として毎週１回

の開催のほか必要に応じて臨時で開催し、業務執行上の意思決定を迅速に行える体制としております。 

 

d．コンプライアンス・リスク管理委員会 

当社は、コンプライアンス及びリスク管理体制の充実のため、コンプライアンス・リスク管理委員会を

設置しております。コンプライアンス・リスク管理委員会は、代表取締役社長 CEO 横井太輔を議長と
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して、取締役 COO 加納正喜、取締役 CFO 北嶋正樹、取締役 城戸猛、取締役 渡辺龍二、社外監査役

（常勤）榎木千昭により構成されております。原則として毎月１回開催されており、関係法令及び社会

情勢の動向、役職員の意識向上等について協議し、コンプライアンス及びリスク管理の徹底を図ってお

ります。 

 

e．内部監査 

当社は、会社の規模が比較的小さいため独立した内部監査部門は設けておりませんが、代表取締役社長

が任命する内部監査担当者２名が、内部監査計画に従い、自己の属する部門を除く当社全部門に対して

監査を実施し、代表取締役社長及び監査役に対して監査結果を報告しております。代表取締役社長は、

監査結果の報告に基づき、内部監査担当者を通じて被監査部門に対して改善を指示し、その結果を報告

させることで内部統制の維持改善を図っております。 

また、内部監査担当者と監査役、会計監査人が監査を有効かつ効率的に進めるため、適宜情報交換を行

っており、効率的な監査に努めております。 

 

f．会計監査人 

当社は仰星監査法人と監査契約を締結し、定期的な監査のほか、会計上の課題について、随時協議を行

う等、適正な会計処理に努めております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、株主総会、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置し、日常的な業務監査等を行う役割とし

て内部監査担当者を配置しており、これらの各期間が相互に連携することによって継続的に企業価値を

向上させ、ガバナンス体制が有効に機能すると考え、現在の体制を採用しております。 

 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知の早期発送 株主が議案内容検討する時間が充分に確保できるよう、株主総

会招集通知の早期発送に努めております。 

集中日を回避した株主総会の設定 より多くの株主が出席できるよう、集中日を回避した日程での

開催に努めております。 

電磁的方法による議決権の行使 今後検討すべき課題と認識しております。 

議決権電子行使プラットフォーム

への参加その他機関投資家の議決

権行使環境向上に向けた取組み 

今後検討すべき課題と認識しております。 

招集通知(要約)の英文での提供 今後検討すべき課題と認識しております。 
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その他 ― 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャーポリシーの作

成・公表 

当社ホームページ上での公表を予定してお

ります。 

 

個人投資家向けに定期的説明会を

開催 

今後の定期的な開催を検討しております。 あり 

アナリスト・機関投資家向けに定期

的説明会を実施 

今後の定期的な開催を検討しております。 あり 

海外投資家向けに定期的説明会を

開催 

今後検討すべき課題と認識しております。 あり 

IR 資料をホームページ掲載 当社のホームページ上の IR専用ページにて

公開しております。 

 

IR に関する部署(担当者)の設置 責任者：取締役 CFO 

担当部署（担当者）：コーポレート部 
 

その他 ―  

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等によりステークホルダ

ーの立場の尊重について規定 

株主に関しては、フェアディスクロージャールール等を定めた

「適時開示規程」を制定しています。 

従業員に関しては、就業規則等の社内規程を制定しています。 

顧客に関しては、当社サービスの利用規約やプライバシーポリ

シーの開示、受発注の契約取り交わしを行っております。 

環境保全活動、CSR 活動等の実施 今後検討すべき課題と認識しております。 

ステークホルダーに対する情報提

供に係る方針等の策定 

当社ホームページ、決算説明会等により、ステークホルダーに

対して積極的に情報開示を行う方針です。 

その他 ― 

 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、業務の適正性を確保するための体制として取締役会にて「内部統制システムに関する基本方針」

を決議しており、当該方針に基づき内部統制システムの整備・運用を行っております。概要は下記のと
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おりです。 

 

a．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（1）取締役及び使用人が法令・定款及び当社の企業理念を遵守することが企業経営における最優先事

項と位置づけ、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するよう周知徹底する。 

（2）代表取締役社長 CEO を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、適法かつ

公正な企業活動の推進やリスク対策を実施する。 

（3）法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行うため、「内部通報規程」を定め、これに

基づき、法令・定款その他社内規則に対する違反事実やその恐れがある行為等を早期に発見し是正する。 

（4）取締役及び使用人の業務の適法性・妥当性については、監査役及び内部監査担当が、「監査役会

規則」「監査役監査基準」「内部監査規程」等の社内規程に従って監査を行い、その指摘に基づいて各部

の業務管理・運営制度を整備・拡充する。監査役会は、独立した立場から、内部統制システムの整備・

運用状況を含め、「監査役監査基準」及び監査計画に従い、取締役の職務執行状況を監査する。 

 

b．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（1）取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、

文書（電磁的記録含む）により作成、保存、管理する。 

（2）取締役及び監査役が、その職務上必要あるときは直ちに上記文書等を閲覧できる保存管理体制と

する。 

 

c．損失の危険管理に関する規程その他の体制 

（1）事業に関わるリスクは「コンプライアンス・リスク管理規程」に基づき、コンプライアンス・リ

スク管理委員会において、各リスクについて網羅的・体系的な管理を実施し、必要に応じて取締役会に

報告を行う。 

（2）リスク情報等については各部門責任者にて取り纏めの上、コンプライアンス・リスク管理委員会

に対して報告を行う。 

（3）緊急事態が発生した場合には、代表取締役社長 CEO の指揮下において緊急事態対応体制を取り、

必要に応じて顧問弁護士事務所等の外部専門機関とともに、迅速かつ的確な対応を実施する。 

 

d．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（1）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築の基礎として、「取締役

会規則」を遵守して、毎月１回定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催すること

で、取締役の職務の執行を図る。 

（2）取締役の職務の執行に必要な組織及び組織の管理、並びに職務権限、責任については、「取締役

会規則」「職務権限規程」「業務分掌規程」等の社内規程に従って定め、業務の組織的かつ能率的な運営

を図る。 
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（3）中長期の経営方針の下で、年度計画を立案し、月次で予算管理を行いながら、当該計画達成に向

けて社内の意思統一を図る。 

 

e．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社には現在親会社及び子会社は存在しないため、企業集団における業務の適正を確保するための体制

については、これを定めない。なお、当社に親会社又は子会社が存することとなったときは、当該親会

社又は子会社の機関構成、組織体制等を考慮して、当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団

の業務の適正を確保するための体制の構築を行う。 

 

f．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び指示の

実効性の確保に関する事項 

（1）監査役がその職務を補助する使用人（以下「補助使用人」）を置くことを求めた場合においては

適切な人員配置を行う。 

（2）補助使用人の人選は、監査役の職務遂行上必要な知識・能力を勘案し、監査役と協議のうえ決定

する。 

（3）補助使用人は、独立性を確保するため、監査役の指示による職務に関して、取締役及び補助使用

人の属する組織の上長の指揮命令は受けないものとする。 

（4）補助使用人は、当社の「就業規則」に従うが、当該職務に関する指揮命令権は監査役に属するも

のとし、異動・評価・懲戒等の人事事項については監査役と事前に協議し、監査役の同意を得たうえ実

施する。 

 

g．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 

（1）各監査役は、原則として取締役会に出席し、また取締役会以外の重要な会議体にも出席し、取締

役及び使用人から職務執行状況の報告を必要に応じて求めることができる。 

（2）取締役及び使用人は、法令・定款及び社内規程、その他重大な倫理に違反したと認められる行為

を発見した場合には、直ちに書面もしくは口頭にて監査役に報告する。 

 

h．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するため

の体制 

監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを行う

ことを禁止し、「内部通報規程」で定める通報者の保護に基づき、当該報告をした者の保護を行う。 

 

i．監査役の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役の職務執行に協力し監査の実効を担保するため、監査費用のための予算措置を行い、監

査役の職務執行に必要でないと認められる場合を除き、監査役の職務執行に係る費用の支払いや債務の

処理を行う。 
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j．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（1）監査役は、取締役会などの重要会議へ出席し、経営における重要な意思決定及び業務の執行状況

を把握し、意見を述べることができる。 

（2）企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を、社外監査役として招聘し、代

表取締役社長 CEO や取締役等、業務を執行する者からの独立性を保持する。 

（3）監査役は、内部監査担当・会計監査人と意見交換の場を持ち、定期的または随時情報交換を実施

し、必要に応じて顧問弁護士との意見交換等を実施するものとする。 

 

k．財務報告の適正性を確保するための体制 

財務報告の信頼性を確保し、適正な財務情報を開示するために、財務報告に係る内部統制が有効に機能

するための体制の構築、整備、運用を行う。また、財務報告に係る内部統制が適正かつ有効に機能して

いることを継続的に監視及び評価し、必要に応じて改善及び是正を行う。 

 

l．反社会的勢力排除に向けた体制 

社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、会社全体で毅然とした態度で

臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。また、警察や関係機関並びに弁護士等の専門

機関と連携を図りながら、反社会的勢力を排除するための体制の整備を推進する。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、反社会的勢力に対し毅然とした態度で対応し、いかなる名目の利益供与も行わず、反社会的勢

力との関りを一切持たないようにすることを目的として「反社会的勢力対応規程」を策定しております。

また、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定しコーポレート部を所管として運用するほか、「反社会的

勢力調査マニュアル」を定め、反社会的勢力との関与を防止するためのチェック基準・手続きを実施し

ております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

― 

 

【模式図(参考資料)】 
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【適時開示体制の概要（模式図）】 

＜決定事実・決算に関する情報等＞ 

 

 

開示有無の 

確認経過及 

び結果報告 

 

議案 

上程 

 

開示有無の 

確認経過及 

び結果報告 

 

＜発生事実に関する情報＞ 

 

 

 

 

 

報告 

 

 

 

報告 

及び開示有無の確認経過 

及び結果報告 

以上 


